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特定子会社（工具事業の中国の生産子会社）の異動（持分譲渡）に関するお知らせ 
 

当社は、平成 31 年４月 15 日開催の臨時取締役会において、下記のとおり連結子会社である福清京

達師工具有限公司［Fuqing Kyoto Tool Co.,Ltd.］の全出資持分を譲渡することを決議いたしました

ので、お知らせいたします。 

 

記 

 
１．持分譲渡の理由 

当社は、平成７年 10 月、中国福建省福清市に福清京達師工具有限公司［Fuqing Kyoto Tool Co.,Ltd.］

（以降「FKTC」と言います。）を設立し、OEM 品を主体に自動車及び各種産業向けの作業工具の生産を行

ってまいりました。 

しかしながら、市場環境の変化に伴う特定分野向けの OEM 需要減少に加え、FKTC 設立から約 23 年が

経過し設備の老朽化が進んだこと及び中国国内の生産コスト上昇等の理由より、FKTC の競争力の維持

及び今後の収益確保が困難な状況となっております。 

 

平成 30 年９月 25 日付「連結子会社（工具事業の中国の生産子会社）の操業停止に関するお知らせ」

にてお知らせしました通り、当社ではグループ全体の収益基盤の再構築を図るため、当社久御山工場

（京都府久世郡）及び北陸ケーティシーツール株式会社（石川県羽咋市）の国内２拠点を中心にもの

づくりを再編することを決定し、FKTC の全出資持分を譲渡することといたしました。 

この結果、FKTC は当社の連結子会社でなくなります。 

 

 

２．異動する子会社（福清京達師工具有限公司［Fuqing Kyoto Tool Co.,Ltd.］）の概要 

（1）名称 福清京達師工具有限公司［Fuqing Kyoto Tool Co.,Ltd.］ 

（2）所在地 中華人民共和国福建省福清市陽下鎭渓頭村洪寛工業区 

（3）代表者の役職・氏名 董事長・宇城 邦英 

（4）事業内容 作業用工具の製造 

（5）資本金 US$ 2,620,000（290,793 千円）（平成 31 年３月末時点）※ 

（6）設立年月日 平成７年 10 月 27 日 

（7）大株主及び株主比率 京都機械工具株式会社 75％ 

達得公司（香港）   25％ 

（8）当社と当該会社の関係 資本関係 当該子会社は、当社が 75％を直接出資する連結子会社

です。 

人的関係 当社の役員が当該会社の役員に就任しています。 

取引関係 当社と当該子会社間で製品の売買関係があります。 

関連当事者へ

の該当状況 

当該会社は、当社の連結子会社であり、当社の関連当

事者に該当します。 

※参考レート 110.99 円/US$（平成 31 年 3 月 29 日時点） 



 

（9）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 （単位：千人民元） 

 2016 年 12 月期 2017 年 12 月期 2018 年 12 月期 

純 資 産 21,822 22,571 15,137 

総 資 産 25,511 24,597 15,617 

売 上 高 12,923 14,851 11,633 

営 業 利 益 △748 483 △3,716 

経 常 利 益 △983 748 △7,433 

当 期 純 利 益 △988 748 △7,433 

 

 

３．持分譲渡の相手先の概要 

譲渡先は海外の事業者でありますが、持分譲渡契約に基づく守秘義務により開示を省略しておりま

す。なお、譲渡先と当社との間には資本関係、人的関係、取引関係はございません。また、当社の関

連当事者には該当いたしません。 

 

 

４．譲渡出資持分、譲渡価額および譲渡前後の出資持分の状況 

（1）譲渡前の出資持分 75％ 

（2）譲渡出資分 75％ 

（3）譲渡価額 17,925 千人民元 （295,224 千円）※ 

（4）譲渡後の出資持分 0％ 

※参考レート 16.47 円/人民元（平成 31 年 3月 29 日時点） 

 

 

５．日程 

（1）取締役会決議日 平成 31 年４月 15 日 

（2）契約締結日 平成 31 年４月 16 日（予定） 

（3）持分譲渡実行日 令和元年５月（予定）※ 

※ 中国当局による持分譲渡の承認をもって完了する予定です。 

 

 

６．今後の見通し 

本件持分譲渡に伴い発生する損益影響につきましては、令和２年３月期の個別業績並びに連結業績

予想に織り込み公表いたします。 

 
以  上 


